
令和 5 年度 直方市高齢者保健福祉協議会（第１回）議事要録 
日時：令和 5 年 9 月 29 日（金）14：30～ 

場所：5 階 503・504 会議室 
次 第 1．開会 

2．諮問書受渡し 
3．市民部長あいさつ 
4．委員紹介 
5．事務局紹介 
6．会長・副会長選出 
7．会長あいさつ 
8．議題 

(1) 第 9 期高齢者保健福祉計画策定にあたっての基本的考え方  
  （計画の趣旨、国の基本方針、今後の会議スケジュール等） 
(2) アンケート調査からみる直方市の現状と課題  
(3) （基礎調査報告）直方市の高齢者を取り巻く状況 
(人口推計、高齢者の介護状況・介護サービスの状況等)  
(4) 第８期計画の振り返りと評価                                                                               

9．その他 
（出席委員）松岡委員、髙山委員、河野委員、佐々木委員、青見委員、早柏委員、松木
委員、井上委員、谷川委員 
（欠席委員）仲野委員、阿部委員 

会議要録 
6．会長・副会
長選出 

○事務局提案により、会長に松岡委員、副会長に髙山委員、河野委員を選出 

8．議題 （１）第 9 期高齢者保健福祉計画策定にあたっての基本的考え方 
（２）アンケート調査からみる直方市の現状と課題 
（３）（基礎調査報告）直方市の高齢者を取り巻く状況 
（４）第８期計画の振り返りと評価 
（事務局より資料一括説明後、質疑） 
（事務局より事前質問の回答） 
（事前質問） 
○アンケートの回答の４割が感田・上頓野地区であるが妥当性があるのか気になる。ま

た、有効回収率が約 61％で約４割が未回収となっているが、未回収となっている地域
や年代の分析はできていないのか。何か偏りがあれば次回のアンケート調査の改善点
がわかるかと思う。今回のアンケートの回収率は前回と比べて上がったのか知りた
い。 

⇒（事務局）アンケートの妥当性については問題ないと考えている。直方市内の４つの
日常生活圏域ごとにそれぞれ 400 件の回答があれば統計上の妥当性が担保されると
の国の提示もある。最も少ない地域でも 667 件の回答があり、今回の回答数には問題



ないと考えている。回収率については、今回の 61.7％に対して前回は 62.1％でほぼ
同水準である。ご指摘の通り、回収率が高い方が精度が高くなることは承知している
ので、次回の調査時には回収率をより高める方策を検討していきたい。 

 
（意見） 
【A 委員】 
○文言の整合性として、アンケート報告書のＰ.6 の説明文中にある「閉じこもり傾向」

は「認知症機能の低下」ではないか。 
⇒（事務局）ご指摘の通りであり、資料を修正する。 
 
【B 委員】 
○在宅介護実態調査について、介護離職や介護で働けない問題がある中で、分析結果の

「就労継続」について、例えば、40・50 代はフルタイムとか労働時間が長い傾向にあ
る一方、70 代以上の場合は何時間働いているのかということがあるので、この部分は
年代をまとめて出すのではなく、主に働いている世代と高齢世代に分けた方が丁寧で
はないか。 

⇒（事務局）ご指摘の通りである。年代別の集計はまだまとまっておらず、全体集計の
みお示ししたところであり、働いている世代と高齢世代等の年代別の分析をしていき
たいと思う。 

 
【B 委員】 
○これまでの会議で介護人材の問題があるという指摘をしていた。直方市の計画の方針

が地域包括ケアにのみスポットがあたっている感じがするが、資料１の P.2 の国の方
針でも「介護人材の確保・介護現場の生産性の向上」という文言が出てきている。実
質、介護労働者については全国の平均年齢で正職員では 48 歳、パートでは 53 歳とな
っており、私たち現場でも介護人材の募集をしても集まらない状況となっている。高
齢者の割合も増えていく中で担い手の確保や IT の現場での活用などに着目していく
べきではないか。さらにいえば、外国人人材の活用などにも着目していくことも考え
ていく必要があるのでは。現在、訪問介護の現場での外国人人材の活用について、介
護のハラスメントなどの対処などを含め検討をしているところである。介護サービス
量などの数値も大事ではあるが、サービスを実施する人材を守り、効率化していく点
も考えてもらいたいと思う。 

⇒（事務局）計画策定の中で検討していきたい。 
 
【C 委員】 
○人口動態については、後期高齢者の人口は今後は減るが、それ以上に労働年齢人口が

急激に減っていて、直方市の場合は 2030 年ぐらいまでは需要に対する労働力の格差
が広がって低下していく。各事業者は介護人材が不足しているが、2030 年までさら
にそれが進んでいく状況となり、2030 年以降はその水準のまま推移していくとされ



ている。地域包括ケアシステムの深化という中で、新しいものを加えるというより、
今ある事業者をどう効率よくまわしていくかが主体となっていくのかと思う。そうし
た中で、介護人材の掘り起こしもそうだが、どのようにしたら直方市の高齢者が十分
にサービスをうけることができるのかをできるだけ早くに検討しなければいけない
テーマとだと思う。どうすれば実現できるのかを次期の計画に向けて議題として検討
してもらえるとよいと思う。 

⇒（事務局）介護サービスを十分に提供できる体制づくりについては市でも考えていか
なければいけないテーマであり、今後、計画策定の中で委員とも協議しながら考えて
いきたい。 

 
     
 
 
 
 
 


